2012年度国際私法I　期末試験
高橋宏司　出題
以下の独立した各問に答えよ。なお、甲国、乙国、丙国は、いずれも日本ではない。また、反致(法の適用に関する通則法41条)は成立しないものとして答え、反致に言及する必要もない。
(1) X(日本人)は、Z(日本人女)から生まれて以来、日本に居住しているが、Yが死亡してから7年後に、自らの父はYであると主張し、検察官を被告として日本で死後認知の訴えを提起した。Yは、出生時から死亡時まで日本に住み続け、Xの出生時は甲国人であったが、その後日本に帰化し、日本にのみ財産を残して死亡した。本件訴え提起以前に、Yの遺産分割は相続人の間でなされている。甲国法の下では、死後10年間は認知の訴えを提起できる。本件認知の訴えは適法か、出訴期間は国際私法上は実体問題であるとする立場に立って論ぜよ。(期末試験総点80点中25点)
(2) X(甲国人男)およびY(甲国人女)は乙国で婚姻し、その際、署名した書面で夫婦財産契約を結び、その中で自分たちの夫婦財産制は甲国法によるべきであると定めた。当該契約は、日付が記載されておらず、いずれの国においても届出がなされていない。夫婦財産契約は、甲国法の下では不要式とされているが、乙国法の下では届出がなされなければ方式上無効とされる。日本から見て、本件夫婦財産契約は方式上有効か。(期末試験総点80点中20点)
(3) X(甲国人男)とY(乙国人女)は、甲国において宗教上の儀式に則った結婚式を行い、その後、丙国において世俗の結婚式を行った。日本から見て、両者の婚姻が方式上有効であるかどうかはどのようにして決まるか、準拠法を明らかにして説明せよ。(期末試験総点80点中15点)
(4) X(甲国人男)とY(乙国人女)は、それぞれ甲国と乙国に長年居住していたが、婚姻を機に、丙国で夫婦としての共同生活を始めることに決めて、ともに5年間の丙国在留資格を取得し、マンションを共同購入して居住を始めた。日本から見て、両者の婚姻が有効に成立していると仮定し、丙国における居住開始時における婚姻の身分的効力の準拠法が何国法となるかを論ぜよ。(期末試験総点80点中10点)
(5) X(甲国人男)とY(乙国人女)は、甲国にそれぞれ別に約25年居住していたが、丙国に滞在中に知り合って婚姻して以来、丙国で10年間一緒に婚姻生活を送った。その後一緒に日本に移住したが、日本での生活の2年目に不仲になったため、Xは甲国に帰り、Yは日本に居残った。Xは、甲国に戻ってから3年が経って、仕事に慣れ、知り合った甲国人女との婚姻を望むようになった。そこで、XはYに対して日本で離婚を請求した。離婚の準拠法は何国法となるか。(期末試験総点80点中10点)
